
流　動　資　産 787,388 流　動　負　債 274,962

370,343 買 掛 金 165,190

196,082 リース債務（短期） 993

2,499 未 払 金 38,823

986 未 払 法 人 税 等 9,916

7,748 未 払 消 費 税 等 9,835

624 未 払 費 用 46,335

8,524 前 受 金 11

226 預 り 金 3,855

200,000 固　定　負　債 44,676

40 リース債務（長期） 3,064

312 退 職 給 付 引 当 金 41,612

固　定　資　産 515,727 319,639

479,345

412,518 株　主　資　本 983,475

30,059 資　  本　  金 100,000

21,318 資 本 剰 余 金 360,000

0 その他資本剰余金 360,000

11,845 利 益 剰 余 金 523,475

3,603 その他利益剰余金 523,475

2,341 繰越利益剰余金 523,475

263

2,077

34,040

15

34,025 983,475

1,303,115 1,303,115

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

商 品

 貸   借   対   照   表

   （２０１９年３月３１日現在）

（単位:千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

項　　　目 金　　額 項　　　目 金　　額

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

負　債　合　計

純　資　産　の　部

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

機 械 及 び 装 置

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

資　産　合　計 負債及び純資産合計

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資 等

繰 延 税 金 資 産 純　資　産　合　計

リ ー ス 資 産



       

  

 

個 別 注 記 表 

 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産は総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、２０１６年４月１ 

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

 

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 ２０１８年２月１６

日）により、会社計算規則が改正されたため、繰延税金資産は流動資産又は投資その他の資産

の区分する方法からすべて投資その他の資産に表示する方法に、繰延税金負債は流動負債又は

固定負債に区分する方法からすべて固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

 



       

  

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２１２，６７９千円 

 

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権  １５１，２８７千円 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

売上高 １，１１７，４２５千円 

仕入高           １４，５２３千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度の末日における発行済株式の数  普通株式 ９，２００株 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

   退職給付引当金 １３，９８１千円 

   賞与未払計上額 １０，１８０千円 

減価償却費損金算入限度超過額      ４，７９１千円 

   その他 ５，０７１千円 

  繰延税金資産合計 ３４，０２５千円 

 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額   １０６，８９９円５６銭 

２．１株当たり当期純利益    ６，１４０円５２銭 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当する事項はありません。 

 

 

（当期純利益） 

５６，４９２千円 

 


